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新居浜市地域防災計画（案）の修正概要について 

 

１ 計画の位置付け 

本計画は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第42条第1項に基づき、市長が会

長を務める新居浜市防災会議において作成が義務付けられており、新居浜市の地域に係

る国及び県の機関、公共機関等の防災対策上処理すべき事務又は業務について広く定め、

これらの総合的運営を図る基本計画となるものである。 

 

２ 計画修正の経緯 

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災では、これまでの想定をはるかに超え

た巨大な地震と津波により未曾有の被害が発生した。 

国においては災害対策基本法等の改正を踏まえ、防災基本計画の修正が行われた。ま

た、愛媛県においても県地域防災計画の修正や県独自の地震被害想定調査を実施してお

り、これらを踏まえて新居浜市地域防災計画を修正するものである。 

 

３ 計画修正の概要 

（１）災害対策基本法の改正内容、国防災基本計画及び県地域防災計画の修正内容の反映 

ア 災害対策基本法の改正内容の反映 

イ 防災基本計画及び愛媛県地域防災計画の修正事項の反映 

ウ 愛媛県地震被害想定調査報告の反映など 

 

（２）新居浜市防災対策の反映 

避難勧告等の判断基準の変更内容の反映など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新居浜市地域防災計画 

※今回修正 

大規模災害対策の充実・強化 

風水害等対策編 

風水害等一般災害対策について規定 

 

地震災害対策編 

震災対策について規定 

津波災害対策編 

津波災害対策について規定 

資料編 

各種資料及び様式など 
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４ 用語の見直し 

（１）「要配慮者」と「避難行動要支援者」 

従来の「災害時要援護者」という名称について、災害対策基本法の改正と国の方針を

踏まえて、「要配慮者」と「避難行動要支援者」という名称に整理し、定義を改めた。 

 

【要配慮者】……………高齢者、身体障がい者、知的障がい者、精神障がい者（発達障

がいを含む。）、難病患者、妊産婦、乳幼児その他の特に配慮

を要する者 

 

【避難行動要支援者】…要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれが

ある場合に自ら避難することが困難な者であって、その円滑か

つ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する者 

 

【従来】              【今後】 

  

 

 

 

 

 

（２）「避難場所」と「避難所」 

従来、明確に区別されていなかった「避難場所」と「避難所」という名称について、

災害対策基本法の改正により、概念と用語の整理を行った。 

 

【避難場所】……………災害から一時的、緊急的に避難するための場所 

 

【避 難 所】……………被災者等が一定期間滞在するための施設 

 

 

 

 

                          移動 

 

 

          避難 

 

 

 

 

 

 

 

災害時要援護者 

要配慮者 

避難行動要支援者 

 

災害 

発生 

避難場所 

（指定緊急避難場所） 

・災害から緊急的に避難 

（例：公園、高台） 

避難所 

（指定避難所） 

・被災者が一定期間滞在 

（例：公民館、学校） 

避難場所兼避難所 

（指定緊急避難場所及び指定避難所として指定された施設） 

（例：学校） 
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５ 計画の主要修正事項 

今回の地域防災計画の主要な修正事項は以下のとおりである。 

○…３編の共通する事項、●…個別の編に特化した事項 

（１）総 論 

〔地震被害想定〕 

●愛媛県地震被害想定調査結果を反映 ＜地震・津波＞ 

 

（２）災害予防対策 

〔自主防災組織の活動〕 

○新居浜防災士ネットワークによる地域防災力の強化及び底上げ 

・各防災士間の連携や防災対策等についての協議、自主防災組織の一層の促進による

地域防災力の強化及び底上げを図る。 

○地区防災計画の作成 

・地区内の住民等は、自発的な防災活動の推進に努め、必要に応じて、当該地区にお

ける自発的な防災活動に関する計画（地区防災計画）を市に提案 

・市は、必要に応じて、地区防災計画を地域防災計画に規定 

●浸水想定区域内の要配慮者利用施設等の管理者による自主水防活動 ＜風水害＞ 

 

〔地震災害予防対策〕 

●天井の脱落防止 ＜地震＞ 

・脱落によって重大な危害を生ずるおそれがある天井の脱落による事故防止及び安全

対策等の指導 

 

〔避難対策〕 

○指定緊急避難場所及び指定避難所の指定 

・災害の危険が切迫した緊急時に一時的に避難する場所（指定緊急避難場所）と被災

者が避難生活を送るための施設（指定避難所）を区分してあらかじめ指定 

○学校を避難所として指定する際の教育活動への配慮 

●広域避難者の受入体制の整備 ＜風水害＞ 

・原子力災害等の大規模な災害が発生した場合、市は、県内市町又は都道府県域を超

える被災者の広域避難の受け入れに係る体制を整備 

・「愛媛県広域避難計画」に基づき、原子力災害時における広域避難体制の整備 

○避難勧告等の判断基準 

・土砂災害、浸水、高潮、津波に対する避難基準の見直し 

 

〔保健衛生活動体制の整備〕 

○保健師等の派遣・受入体制の整備 

○災害時保健衛生活動マニュアルの整備 

 

〔医療救護対策〕 

○災害医療コーディネータ制度 

・県は災害（基幹）拠点病院等に「災害医療コーディネータ」を設置 

 

地震・津波：Ｐ１５、６ 

風水害：Ｐ３０、２（２）ア 

風水害：Ｐ３４、７（１） 

風水害：Ｐ３４、６（２）イ 

地震：Ｐ３３、４（４） 

風水害：Ｐ５１、１ 

風水害：Ｐ５１、１（２） 

風水害：Ｐ５５、１０ 

風水害：Ｐ５５、１０ 

風水害：Ｐ６３、２ 

風水害：Ｐ６３、２ 

風水害：Ｐ５８、２ 
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〔要配慮者の支援対策〕 

○避難行動要支援者名簿の作成 

・平時より避難行動要支援者の情報を把握し、避難行動要支援者名簿を作成 

・避難支援等関係者に避難行動要支援者名簿を提供し、避難支援体制を整備促進 

 

〔災害復旧・復興への備え〕 

○各種データの整備保全 

・災害に強い各種情報システムの整備やデータバックアップの実施 

○り災証明書の発行体制の整備 

・住家被害調査担当者の育成や応援協定の締結等、り災証明書交付体制を整備 

 

 

（３）災害応急対策 

〔広報活動〕 

○住民等の問い合わせに対する、被災者安否情報の提供 

 

〔避難活動〕 

○屋内での待避等の安全確保措置の指示 

○公共情報コモンズによる災害関連情報の提供 

 

〔避難所の設置及び避難生活〕 

○避難所運営上の配慮及び協力 

・要配慮者への配慮、避難所における生活環境への配慮 

○広域避難の要請又は受け入れ 

・県内市町間、都道府県域を超える広域避難の要請又は受け入れ 

・原子力災害時には、「愛媛県広域避難計画」に基づく広域避難の受け入れ 

 

〔緊急交通路確保〕 

○緊急通行車両の通行を確保するための道路管理者による放置車両等の移動等の実施 

 

〔医療救護活動〕 

○災害医療コーディネータ制度を加えた医療救護活動 

 

〔保健衛生活動〕 

○災害時保健衛生活動マニュアルに基づく保健衛生活動の実施 

○保健師等の派遣要請 

 

〔応急住宅対策〕 

○応急仮設住宅について、学校敷地を建設用地とする場合の学校教育活動への配慮 

 

〔要配慮者に対する支援活動〕 

○発災時において、同意の有無に関わらず避難行動要支援者名簿を活用し、必要な避難

支援や迅速な安否確認等を実施 

 

風水害：Ｐ６４、１ 

風水害：Ｐ８１、８ 

風水害：Ｐ８４、５ 

風水害：Ｐ１１１、１（９） 

風水害：Ｐ１２０、１（１） 

風水害：Ｐ１２２、１（５） 

風水害：Ｐ１２４、４ 

風水害：Ｐ１２７、６ 

風水害：Ｐ１３６、１（５）ウ 

風水害：Ｐ１６２、４ 

風水害：Ｐ１７０、１ 

風水害：Ｐ１７０、２ 

風水害：Ｐ１７８、３ 

風水害：Ｐ１８１、１ 
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（４）災害復旧・復興対策 

〔災害復旧対策〕 

●災害廃棄物の処理 ＜地震・津波＞ 

・地震、津波災害の被災地においては、損壊家屋等大量の災害廃棄物が発生すること

から、広域的な処分など迅速かつ環境負荷の少ない処分方法を検討 

〔被災者の生活再建支援〕 

○住家等の被害調査を実施し、遅滞なく「り災証明書」を発行 

○総合的、効率的な被災者支援実施のため、被災者台帳を作成 

○被災者支援の総合相談窓口の設置 

 

 

（５）南海トラフ地震防災対策＜地震のみ＞ 

〔南海トラフ地震防災対策推進計画〕 

●南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法 

・法第３条１項の規定に基づき、平成26年３月31日内閣府告示第21号により、愛媛県

は全域が南海トラフ地震防災対策推進地域に指定された。 

・指定に伴い、「推進計画」として、南海トラフ防災対策について、地域防災計画に

定めるよう努めることとされた。 

・地震災害対策編第５章を推進計画として、南海トラフ地震に伴い発生する津波から

の防護、円滑な避難の確保及び迅速な救助に関する事項、南海トラフ地震に関し地震

防災上緊急に整備すべき施設等の整備に関する事項等を定め、市内における地震防災

対策の推進を目的とする。 

地震Ｐ１１８、２（２）・津波：Ｐ９８、２（２） 

風水害：Ｐ２２６、４（２）イ 

風水害：Ｐ２２６、４（２）ウ 

風水害：Ｐ２２９、６（２）イ 

地震Ｐ１２７ 


